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l 政治的条件・経済的基盤
2 社会的基盤(構造)
二今後の課題
掲載誌
福島県関係略図
近代(明治期)の芸能興行関係略年表
半世紀に及ぶ明治期の旧福島県と統一福島県における芸能(興行)取締り令の変遷を概観していく。
その結果を次のようにまとめていきたい。
(1)に、一八七二年(明治五)八月、教部省布達の「皐上奉戴、勧善懲悪・淫風禁止、役者自粛」の「芸
能取締り三か条J (以下三か条という)は、諸興行の取締り令は勿論、県税則・同賞罰則の条項にいた
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るまで、敷街して下達され浸透が図られていく。わが国の近代の芸能政策を、その形成過程からみると
き、学制の頒布、徴兵の詔など三大改革と同様、七二年(明治五)早々参議・西郷隆盛、外務卿・副島
種臣、司法卿・江藤新平らの三院八省制下の留守政府の手によって進められていった。
そこで、これまで芸能(史)に関する研究が、七二年(明治五)を、近代の芸能政策の形成過程でど
のように捉えられ、どのように位置づけられているかをみていく。
各研究者の研究分野とその観点は、それぞれ異なってはいるが、「明治五年」が、わが国の近代の芸
能政策形成上重大な転機であった、という点では共通した認識を示している。この「三か条」は明治初
年から大正期へと継承され、わが国の近代国家における芸能取締りの玉条として、安寧を乱す「反風俗
的」行為を整序する役割を担ってきた。
さらに、この七二年(明治五)の「三か条」が近代の芸能(興行)史や芸能文化史、さらには近代史
のなかで、どのように認識されているかをみていく。結論的にいうならば、一部を除いて、この「三か
条」の歴史的認識はきわめて薄く、芸能史上に正当に評価され、位置づけられているとは言い難い。こ
れは、近代の芸能(興行)史に関する調査・研究が漸く緒についたばかりの、新しい研究分野であるこ
とにもよるのであろう。「国家に益なき遊芸」の意義を根本から再評価するとともに、さらに近代の芸
能政策の基軸である「三か条」の歴史的認識の欠如について指摘していく。
(2)に、旧福島県が七三年(明治六)十一月に布達した、興行免許地制限(禁止)令は、ごく一部の市
街地を除く「貧小ノ村落」にとっては、まさに寛政・天保改革にも比すべき厳しい芸能統制令であった。
この背後にある明治政府の芸能政策の実態解明のためにも、この時期における各府県の興行免許地制限
の実態の検証がまたれよう。 (3)に、明治二十年代に入ると、諸興行取締りの対象が、演劇改良運動の唯
一の成果である劇場の構造上の安全と、治安の確保に重心が移ってくる。建築物の構造上の安全性とと
もに、民権拡張の動きに対応した治安の妨害者への取締りが一段と強化されてくるのが、この時期の特
徴であった。 (4)に、明治期における芸能統制の流れをみるとき、明治二十年代後半の芸能統制緩和の動
きのなかにあって、一九O五年(明治三十八)八月の日露戦争の勝利は、これまでの芸能政策を、取締
りと課税制度の両面から「禁止から緊縮」へと大きく転換させていく契機と会った。この風潮はおおよ
そ大正デモクラシーの時代へとひき継がれていくことになるのだが、大正期に入って、再び取締りの強
化されることも見逃すことができない。
第二章興行税・芸人税の推移
いわさき
明治期における旧福島県・若松県・磐前県の三県と、その後の統一福島県の興行税・芸人税の推移を、
封建財政との関連にも着目してみていく。明治政府の芸能政策及び殖産政策と一体化して進められた芸
能に対する課税制度を、「地方税制」の動きのなかで、隣接県の課目・課率と見比べながら検討してい
あさか
く。特に、旧福島県の緊要の政策課題であった安積開拓事業推進の県政課題と、地方官山吉盛典の「為
取締最重税」徴収策との関連を考証していく。
さらに、明治期の福島県における諸興行度数と芸人数の動向にも着目し、その推移の背景を検討する。
第三章 地方民会と初期県会における芸能統制
芸能が、民衆の芸能享受への根源的要求に支えられているとするならば、七八年(明治十一)まで続
いた藩政時代に劣らぬ厳しい芸能統制からの解放を、芸能の「天覧J やグラント将軍の来日による「外
圧」、さらには「民俗的なもの」の復権や「国粋保存J といった見方にとらわれずに、民権拡張の思想、
と行動を背景として、民衆(観客)の欲求を媒介とした、したたかな建元と座元の組織状況などの解明
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による総合的な分析が、課題であると考えている。さらに、地方民会における議定は、個々の議目によっ
て異なった行動傾向を示している。
第一に、芸能取締りに自ら厳しい規制を課した福島県第六区々会議にあっても、財政的議目に関して
は、小前達の民費諸勘定の「公開と掲示」の要求を建議し、これを議定しているのである。各議日群別
の精細な検討が今後の課題であろう。勿論、開化に関する「芝居矯正」もその一つである。第二に、か
つて村民の寄合で定めた旧祝祭日と休農体系の定規の順守、すなわち民衆の「旧弊一洗」策への「不応」
の結合的状況は、七三年(明治六)以降に、「同調」的議定行動にでた区会・村会の地方民会体制とは、
明らかに誰離し対抗し続けた。とするならば、地方民会が藩政時代の寄合的な組織を基盤として自然発
生的に成立・形成されたという「連続性」を主張するだけでは、説明しきれない面を内在しているとい
えよう。
第三に、初期府県会は、一般に「平穏」であったといわれる。そのなかにあって、福島県の初期県会
(宮城県もそうであった)では「原案黙従」どころか、芸能統制の強化策について、活発な議論の末に、
原案を修正し増課の議定を行っている。特に、福島自由民権運動のリーダーと目される県会議員たちが、
こぞって芸能統制を主張し、増税の発言を積極的に展開している県会活動をみていく。所詮、彼らの主
張は、国権論者と同様、「深キ御趣意」に沿うものでしかなかった。まず、民権派議員の議定行動の政
治的・社会的基盤とその歴史的背景については、権利論にこだわることなく、芸能享受「志願」の民衆
の動向に、一層着目しながら検証を進めていく。
第二編 芸能興行の展開と民衆の動向
第一章 地方巡業の芸団と興行の条件
東北戊辰戦争後の政治的変革にともなう経済的・社会的混乱期を経た、一八七四年(明治七)の旧福
島県(現中通り六郡)の芸能興行の実態と、福島県庁文書(興行願書一四四件)で解析を試みる。併せ
て、同時期の水沢県・佐賀県及び長崎県の芸能興行と見比べて、地域の特質について検証を進める。さ
らに、これらの資料を基に、芸能興行の諸免許条件とその意義を考察していく。
第二章興行免許地の制限と民衆の動向
開化期における芸能取締りについて、興行免許地の制限(禁止)を中心に考察していく。そこで、あ
らためて今後の課題となる事項を、一、二取りあげてみた。開化期の地方統治機構の特色を反映して、
免許地制限令布達の契機、存廃の時期、条件など、いずれも各府県の実態は大きく異なっている。西日
本の福岡県をみるとき、七四年(明治七)五月というかなり早い時期に、興行場所の制限を撤廃してい
る。これに対して、福島県をみると、制限令廃止は、地方三新法施行のほぼ一年後のことであった。当
時の地方官の裁量権を考慮に入れたとしても、この隔たりはあまりにも大きい。明治初年の芸能取締り
の根幹をなした、この免許地制限令の存廃の時期一つを取りあげても、かくも区々たるものがある。近
代芸能興行史の検討にあたって、明治初年の各府県の興行取締りの実際、特に免許地制限令についての
実証的な調査・研究を進めていく。殖産興業とのかかわり、地方民会の議定行動との連関、「旧弊ー洗」
策の推進の度合い、さらには、東北戊辰戦争で激戦の末一敗地に塗れた東北地方と西日本の地方統治の
相違など、さまざまな要因や背景など総合的な考察を必要とする課題であろう。
次に、明治初年の芸能取締り令が、前時代の天保改革の「継承」であり、むしろ天保期の規制よりも
厳しかった、とする指摘がある。まず、天保期の「継承」説に触れると、天保改革は、芸能統制でみる
限り寛政改革の全くの二番煎じであった。したがって、実態としては天保期というより、その府県と密
接した近世後期の諸藩の芸能取締り内容と手順を継承している禁令が多い。一例をあげると、七三年
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(明治六)十一月、福島県の「免許地制限令」は、一八00年(寛政十二)六月、二本松領の「芝居・
小見世物興行禁止令」の差止めの条項と、祭礼時の無木戸興行の但書き、さらに地芝居禁止後の買芝居
の禁止令の布達の手順など「継承」とみられる個所が少なくない。さらに、「継承」にとどまらず、明
治初年の芸能取締り令が藩政期のそれよりもはるかに厳しかったという点について触れていく。今後、
明治初年の取締りの実際を検証するにあたって、右のような視点をふまえながら、その背景をなした禁
令類を具体的に探っていく。
第三編 芸能興行と地域社会
第一章 開化期における若松県の村芝居の存立環境
かぶと
開化期の旧会津御蔵入領の胃村における村芝居の存立環境を、「政治的条件」と「社会的基盤」、さら
には、自然的・地理的条件を基に、三郡六十余か町村の民衆の奉納行動を中心にみていく。特に、村中・
若衆中の奉納行動は、旧福島県や磐前県にはみられない、藩政期以来の山間部における「小名」・「端村J
の芸能享受の仕来りの遺習とみられる若松県固有のものとみられよう。
若松県域は、福島県との併合によって、一八七七年(明治十)一月「福島県税則」の施行で高課率の
諸興行税が賦課され、加えて同年二月の「興行免許地制限令」布達で、全郷村の諸興行禁止という、か
つてない厳しい芸能環境におかれていった。福島県との併合によるこのような芸能環境の急激な悪化が、
若松支庁管内の市街地や郷村の民衆にどのように受容されていったのか。藩政期の寛政・天保度の芸能
取締り強化策に、優るとも劣らない明治初期の厳しい芸能統制の実態の一面を、その政策の根幹をなし
た「興行免許地制限(禁止)令」という新たな視角から、幕末維新期の芸能環境と対比しつつ検討して
いきたい。
第二章 磐城国石川郡小高村の大奉納芝居
奉納芝居を支援した組織と、「参詣且見物」に群集した芝居観客を中心に考察を試みる。この結果、
支援組織の頂点に一村集会があり、芸用経費の一部は「村費」をもって充てられていること、しかも、
その組織を支える社会的基盤として元若者組や消防組といった村々の若者の実働集団が有効に機能して
いることを明らかにしていく。群集した観客の考察にあたっては、観客を取りまく政治的条件や宗教的
諸要因、さらには年齢構成や文化的基盤など、できる限り多角的な視点から観客をとらえ、「無慮四千
人余」の芝居観客の実態の析出を試みる。林屋辰三郎氏が、芸能を人間という点からみると、芸能の環
境の問題は「観客」の分析に尽きる、という意味のことばを述べている。いまさらのように、林屋氏の
指摘された「観客」の分析の重要さとその困難さを実感している。
第三章伊達郡三座の経営と芸能興行
第一に、伊達郡三座のうち、広瀬座の定座経営を極度に圧迫した杉木羽屋根の葺替修理について触れ
ていく。「フルキ屋根替」は、広瀬座にとっては、杉木羽葺屋根後二十数年を経た明治末年から大正中
期にかけての大補修工事で漸く完成している。当時の広瀬座の杉木羽葺屋根の仕様と技法及びその耐用
年数については、建築史の専門的な視点からさらなる調査と検証がまたれるところである。
第二に、農・蚕業地帯における広瀬座の建設・開業を進めた中堅商工業者(，粋人グループJ) と同様
に、川俣座建設に尽力した紡織物業者の世話人(，芝居好きの旦那たち J) を取りあげていく。さらに、
彼等の「芝居行」の意識や行動など包括的に検証する。第三に、桑折座については、「桑折座建元七名
組合」の興行活動に注目する。
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三研究の視点
近代の、特に明治期の芸能興行については、これまでのところ体系的な論考や著書はでていない。こ
れに対して、近世の芸能興行に関しては、守屋毅氏の『近世芸能興行史の研究』の発刊を機に、三都以
外の市や地域における芸能興行の本格的な研究成果が相次いで発表されている。その代表的なものをあ
げれば、一九九七年の竹下喜久男氏の『近世地方芸能興行の研究』と、それに続く九九年の神田由築氏
の『近世の芸能興行と地域社会』の著作である。いうまでもなく両書は、七O年に守屋氏の提起した興
行メカニズ、ムにおける芸能の「商品化」の命題に真正面から取り組み、近世芸能の社会的・経済的環境
を論じた意欲的な論考である。神田氏は同書で、豊後国府内藩の浜之市全体の構造のなかで、諸商売の
よせもくろく はかり
総売上高を記録した「寄目録」を取りあげ、斗屋・仮屋での商品売買と、芸能興行の同質性を見事に検
証している。守屋氏の提起した芸能の「商品化」の命題(仮説)を、史料に即して検証した意義は誠に
大きいものがある。
いちでん
次に、川添裕氏は近世後期の浅草奥山でのー田庄七郎の鐘細工興行のなかで、近現代の仮設見世物興
行では芸能者を「荷方J . I荷主」と呼び、荷主とはつまり Ir荷J を持つ人」の意で、「見世物が『荷』
というわけである」といっている。この Ir荷』をうけまわすのが、つまり興行ということになる」と
うけもと ぶかた ぶかた
述べ、これらの興行の地場の請元を、「歩方」または「分方」と呼んでいるという。見世物興行界での、
芸能の「商品化」の実態を実に明快に描出している。川添氏の維新後の見世物興行界にあって、芸能者
を「荷主」と呼ぴ、この「荷J =商品(芸能)をうけまわす建元を「歩方」と呼んでいるという指摘は、
芸能を諸商売と同じく「商品」として捉えていることが、近現代の興行メカニズムのなかで実態的に生
きていることを示している。このように芸能を「商品化」して捉えることは、なにも近世固有のもので
はなく、勿論、近現代の見世物興行に限ったことではない。古くは林屋辰三郎氏の「芸能の座というも
のは、商業の座における商品にあたるものが芸能自身である」という言葉にみられるように、芸能の
「商品化」は、すでに中世からみられるものであった。守屋氏の新たな視角は、これらの中世以来の「商
品化」された芸能を、近世の「興行」というメカニズ、ム(生産=芸能者・流通=興行師・消費=観客)
のなかで検証し、解明することを提起したものであった。この画期すべき提言によって、芸能興行史の
研究は飛躍的な発展をみるにいたった。本稿は、これらの新たな研究成果に学びながら、近代のうち、
特に明治期における地方の芸能興行市場(流通)の諸相と、観客(消費)の動向を中心に考察を進めて
いこうとするものである。ただ、著者の力不足のため、明治国家の構造的特質と連関した芸能の「商品
化」の実態を、地域社会において具体的に析出するまでにはいたっていない。近代におけるこの芸能の
「商品化」の実態的な分析は、今後の大きな研究課題である。
ここで、再び守屋氏の意見に耳を傾けてみよう。氏は同書で、「芸能を歴史的に研究するにあたって、
従来、芸態論と環境論というこつの立場」に分類し、「それはいつしか当該分野の研究者の間で承認さ
れるところとなったようである J と述べている。彼は、この「芸能のもつ芸態と環境というこ面の接合」
する領域として、さきの興行制度という新たな視角(方法論)を提起したのである。さらに、氏はこの
興行制度に関して、宗政五十緒氏の「興行史の研究領域」に触れて、「芸能を政治・経済・風俗ひいて
は社会的諸現象の一環としての立場に立つとき、はじめて興行という対象を設置する意味が見いだされ
るのである J と述べている。このように、芸能を、ひいては文化を社会現象との相互の有機的連関のな
かで捉えようとする考え方は、すでに林屋氏の提起している「社会的環境」という言葉にみられるとこ
ろであり、この考え方を守屋氏は「環境論」と名づけたのである。本論では、このような先学の研究成
果をふまえながら、近代の、特に明治期の芸能を取りまく「社会的諸現象」を、政治的条件・自然的条
件、さらには経済的・社会的基盤の各視角から総合的にこれを捉えて検証を進めていきたい。
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最後に、明治期の芸能興行に重大な影響を与えた政治的条件として次の二つをあげることができょ
う。第一に、維新政府の、一八七二年(明治五年)八月、教部省布達の「芸能取締り三か条」を基軸と
した厳しい芸能取締り政策、第二に、明治政府の「各国ト同位対抗」せんとした殖産興業政策である。
両政策は相乗的効果をあげながら、商工業への著しい優遇措置と芸能取締りの強化策によって芸人税・
興行税の重課税策をおし進めていった。明治期の、特に維新期の芸能に関する取締り諸規則と課税制度
の分析にあたって、遡及的に藩政時代の諸改革期の布令及び運上などに着目し、芸団の地方巡業経路
(，流通J) や観客(，消費J) の分析に際しでも、可能な限り地域に密接した前時代との連関に留意して
考察を進めていく。
論文審査結果の要旨
本論文は、芸能の「商品化J の視点から近代的な芸能= ，商品」の特質を探ることを課題とし、明治
期における地方の芸能興行市場(芸能の「商品化J =流通)の諸相と観客(芸能の消費)の動向を、現
福島県域を事例に、芸能を取り巻く環境=政治的・社会的・経済的諸条件を踏まえて考察したものであ
る。
序章では、近世・近代の芸能興行に関する研究史を整理し、研究の視点・方法と課題を提示する。
第 l 編「明治国家の芸能統制と地域社会」は 3 章からなり、地域社会の芸能環境のうち最も重要な政
治的条件を扱う。明治 5 年 8 月の教部省布達「芸能取締り三か条」が近代芸能政策の玉条となっていた
とし、その政策の理念は、「惰民」を生み出すおそれのある芸能興行を取締り、芸能を国民教化の具に
仕立てることにあったと説く。そして、旧福島県・統一福島県の芸能取締りが他県に比べ厳格で、興行
税・芸人税も重かったことを指摘して、その理由を国営の安積開拓事業という殖産政策との関連で論
じ、日露戦争勝利を機に芸能興行取締りが緩和され、芸能の存立環境が変化したとする。
第 2 編「芸能興行の展開と民衆の動向」は 3 章からなり、明治 7 年の旧福島県の芸能興行の実態に興
行願書の解析を通じて迫るとともに、芸能興行免許の諸条件を藩政時代との関連で考察し、他県の同時
期の芸能取締りと芸能興行との比較も試みる。
第 3 編「芸能興行と地域社会」は 3 章からなり、明治 9 年 8 月の統一福島県成立以前の旧福島・若
松・磐前三県におけるそれぞれの地域の特色を反映した芸能興行の事例を分析し、興行を支えた社会
的・経済的基盤を解明する。
終章では、本論の論点を芸能の「商品化」の視点から整理し、近代的な「商品」としての芸能とは何
かについて論じ、今後の課題を明らかにする。
近世の芸能興行に関してはかなりの研究蓄積があるものの、明治期については乏しく、体系的な論考
や著書は出ていない。論者は、近世芸能興行史研究で提示された芸能環境論、芸能興行のメカニズム論
を継承し、県庁文書や民間伝来文書を精査して、明治期の現福島県下諸地域の芸能環境を規定した政府
と!日福島県・統一福島県の芸能取締り政策=政治的条件を検討したうえで、諸地域社会における芸能興
行の実態を社会的・経済的条件と関わらせて分析し、「商品」としての芸能の近代化という大きな問題
に迫っている。その成果は斯学の発展に寄与するところが大きい。
よって、本論文の提出者は博士(文学)の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる。
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